
社会保障制度等の国際比較について

1

第３回 上手な医療のかかり方を広めるための懇談会
参考

資料３平成30年11月12日



日本 ドイツ フランス イギリス アメリカ

制
度
類
型

社会保険方式

※国民皆保険
※職域保険及び地域保険

社会保険方式

※国民の約87％が加入。

※被用者は職域もしくは地域ごと
に公的医療保険に加入。一定
所得以上の被用者、自営業者、
公務員等は強制適用ではない。

※強制適用の対象でない者に対
しては民間医療保険への加入
が義務付けられており、事実上
の国民皆保険。

社会保険方式

※国民皆保険
※職域ごとに被用者制度、非被用
者制度（自営業者）等に加入。

税方式による国営の国民保健
サービス（ＮＨＳ）

※全居住者を対象

メディケア・メディケイド

※メディケア：65歳以上の高齢者
及び障害者等を対象

メディケイド：一定の条件を満た
す低所得者を対象

※2014 年から医療保険の加入が
原則義務化。現役世代は民間保
険が中心（67.2％）で、無保険者は
9.1％（2016年）

※2015年から企業に対し医療保険
の提供をすることが原則義務化。

給
付

内
容

外来診療、入院診療、調剤、歯
科診療等の医療サービス

外来診療、入院診療、調剤、歯科
診療等の医療サービスのほか、
一定の検診等の予防給付、医療
リハビリテーション

外来診療、入院診療、調剤、歯
科診療等の医療サービス

予防医療、リハビリ、地域保健
を含めた包括的な保健医療
サービス

入院医療、ナーシング・ホーム
サービス、ホスピスケア、在宅医
療等の医療サービス

自
己
負
担

自己負担：３割

・義務教育就学前：２割

・70歳～74歳：２割
現役並み所得者は３割
平成26年４月以降に新たに70歳に
なる者は２割
同年３月末までに既に70歳に達し
ている者は１割

・75歳以上：１割
現役並み所得者は３割

高額療養費制度：
年齢・所得に応じた自己負担
限度額がある。

・外来：なし

・入院：１日につき10ユーロ
（年28日を限度）

・薬剤：10％定率負担
（上限10ユーロ、下限5ユーロ）

負担上限額：
・一般患者：年間所得の２％
・ 慢 性 疾 患 患 者 ： 年 間 所 得 の

１％（予防検診受診又は疾病管
理プログラム参加が要件）

・外来：30％
・入院：20％
・薬剤：35％

※抗がん剤等の代替薬のない高額
な医薬品0％、抗生物質など著し
い効果の認められる薬剤35％、胃
薬等70％、有用性の低い薬剤
85％、ビタミン剤や強壮剤100％

※償還制であり、一旦窓口で全額を
支払う必要あり（入院等の場合は
現物給付）。

※公的医療保険による自己負担分
を補填するため、共済組合等によ
る補足的医療保険（基本的に被保
険者の収入に応じて保険料が設
定され、低所得者は税財源により
無拠出で加入できる等、公的な側
面を有する仕組み）が普及してい
る。

原則自己負担なし

※外来処方薬については１処方当
たり定額負担（8.40ポンド(2016)）、
歯科治療については３種類の定
額負担あり。
なお、高齢者、低所得者、妊婦
等については免除があり、薬剤に
ついては免除者が多い。

＜メディケア＞
・入院（ﾊﾟｰﾄＡ）（強制加入）

～60日：＄1,288までは自己負担
61日～90日 ：＄322／日
91日～：＄644／日

※生涯に60日だけ、それを超えた場
合は全額自己負担

・外来（ﾊﾟｰﾄＢ）（任意加入）
年間＄166＋医療費の20％

・薬剤（ﾊﾟｰﾄＤ）（任意加入）
＄360 まで：全額自己負担
＄360～＄3,310：25％負担
＄3,310～$4,850：
45％負担（ブランド薬）／
58％負担（ジェネリック）
＄4,850～：5％負担又は＄2.95
（ジェネリック）／＄7.40（ブランド
薬）(2016)

主要国の医療保障制度の給付内容及び自己負担の概要
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（注）OECD：”Social Expenditure Database”等に基づき、厚生労働省政策統括官付社会保障担当参事官室で算出したもの。いずれも2013年。
OECD社会支出基準に基づく社会支出データを用いているため、社会保障給付費よりも広い範囲の費用（公的住宅費用、施設整備費等）も計上されている。
高齢化率は OECD: Elderly population (indicator) 

○ 我が国の社会保障給付の規模を部門別に比較すると、
・ 年金 ― 米英を上回るが、仏をやや下回る規模
・ 医療 ― 米国や欧州諸国を概ね下回る規模
・ その他の給付 ― 米国を上回るが、欧州諸国をかなり下回る規模 となっている
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社会保障給付の部門別の国際的な比較（対GDP比）
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○ 日本は1980年から2013年までの33年間で高齢化率は約16％上昇しており、社会支出の対GDP比も約
13％程度増加している。一方、フランスは30％を超えている。

○ イギリス・アメリカなどは、高齢化率はさほど大きく変わらないものの、その社会支出の対GDP比は
6～7％程度上昇している。

出典：OECD(2016)： Social Expenditure Database 、OECD Health Statistics 2016より作成

4

高齢化率と社会保障の給付規模の国際比較



（資料） 社会保障・人口問題研究所「社会保障費用統計」（日本）、「社会保障費国際比較基礎データ」（アメリカ）、Eurostat
“European Social Statistics“ （イギリス、ドイツ、フランス、スウェーデン）
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事業主負担
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社会保障財源の対ＧＤＰ比の国際比較



救急業務概要①
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出典：平成27年度 救急業務のあり方に関する検討会 報告書（平成28年３月 消防庁）

※救急搬送について国際比較する場合には、各国の医療制度との関連も理解したうえで解釈する必要がある。



救急業務概要②
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出典：平成27年度 救急業務のあり方に関する検討会 報告書（平成28年３月 消防庁）

※救急搬送について国際比較する場合には、各国の医療制度との関連も理解したうえで解釈する必要がある。



料金徴収の有無とその仕組み
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出典：平成27年度 救急業務のあり方に関する検討会 報告書（平成28年３月 消防庁）

※救急搬送について国際比較する場合には、各国の医療制度との関連も理解したうえで解釈する必要がある。



救急業務の一部有料化に関する論点
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出典：平成27年度 救急業務のあり方に関する検討会 報告書（平成28年３月 消防庁）

○ 救急業務の一部有料化について、自由記述方式で消防本部の意見を聴取した。その
結果、生活困窮者等が救急要請を躊躇するのではないか、有料・無料の区別・判断が難し
い、傷病者とのトラブルが増加するのではないか、料金徴収等に係る事務的負担が増加す
るのではないかなど、多くの本部から、一部有料化を導入した場合の様々な懸念事項が挙
げられた。

○仮に救急業務の一部有料化を導入しようとする際には、料金徴収の対象者の範囲をどう
するか、対象者の決定には医師による判断が必要ではないか、料金の額や徴収方法をど
うするか等、多くの課題について、国民的な議論の下で検討し、そのコンセンサスを得なけ
ればならない。

○救急業務の一部有料化については、引き続き慎重な議論が必要である。


